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要旨自治体ではデジタル地域通貨の活用が進んでいる。デジタル地域通貨には、ブロックチェーンの電子的な証票であるトークンが用いられることが多い。デジタル地域通貨は商品や体験を対面取引するため、電子的財布であるウォレットアプリケーションを開発する。本稿では、オンライン注文と店舗受け取りを実現するためにトークン取引を電子商取引プラットフォームに連携することを検討する。特に購入者の支払いの利便性について言及する。
1.はじめに
自治体や地域コミュニティではデジタル地域通貨の活用が進んでいる [1]。デジタル地域通貨には、ブ

ロックチェーンの電子的な証票であるトークンを支払いに用いることが多い。デジタル地域通貨は商品
（モノ）や体験（コト）を対面取引するため、電子的財布であるウォレットアプリケーションを用いて
トークン支払いする。一方、実店舗では販売経路や顧客接点を増やすために、電子商取引プラットフォー
ムを用いたオンライン注文と店舗受け取り (BOPIS: Buy-Online-Pickup-in-Store)が増加している [2]。
これらのことから、本稿では安全な BOPISの実現を目的としてトークン支払いする電子商取引プラッ
トフォームについて検討する。特に、購入者の利便性を向上させるために、トークン支払いで通常用い
られるウォレットに加えて、Web拡張機能を用いたトークン支払いについて検討する。実際に Symbol

プロックチェーンのテストネットを用いて、トークン支払いする電子商取引プラットフォームのプロト
タイプを試作し、ウォレットによるトークン支払いとWeb拡張機能によるトークン支払いを比較する。
2.トークン支払いする電子商取引プラットフォーム
2.1.トークン支払いに用いるブロックチェーンの検討
電子商取引プラットフォームのプロトタイプに用いるブロックチェーンは、3つのブロックチェーン

Bitcoinと Ethereumと Symbolを検討した。Bitcoinでは、トークン作成はカラードコインのように取
引情報に独自に情報を書き込む必要がある。Ethereumでは、契約を自動化する仕組みであるスマート
コントラクトを用いることでトークンをプログラムで記述することができる。しかし、スマートコント
ラクトの不具合による資金流出が問題となっている [3]。Symbolでは、モザイクと呼ばれるトークン作
成機能をビルドイン機能として有している。これらのことから、プロトタイプに用いるブロックチェー
ンにはトークン作成機能をビルドイン機能として有している Symbol1を用いることにする。
2.2.電子商取引プラットフォームのプロトタイプ
電子商取引プラットフォームには、ショッピングモール型・クラウド型・オープンソース型などがあ
る。トークン支払いする電子商取引プラットフォームを構築する場合、ショッピングモール型はプラット
フォーマの対応を待つ必要がある。クラウド型やオープンソース型は開発者向けアプリケーションやプ
ラグインで実装することができる。トークン支払いの対応は、クラウド型の開発者向けアプリケーショ
ンやオープンソース型のプラグインでの実装を想定している。
その前段階として、トークン支払いする電子商取引プラットフォームについて、購入者が商品を選択
しトークン支払いをするところまでのプロセスをプロトタイプとして試作する。商品の選択する画面を

1https://symbol-community.com/
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Pselect、ショッピングカートの画面を Pcartとする。商品を購入するために、ウォレットによりトークン支払いする画面を P(buy|wallet)、Web拡張機能によりトークン支払いする画面を P(buy|webext)とする。また、画面Aから画面Bに xというラベルのボタンをクリックして遷移するプロセスをA −→

x
Bと定義す

る。商品を選択しショッピングカートに入れるプロセス Pselect −−−→
items

Pcartは通常の電子商取引プラット
フォームと同様である。ショッピングカートの画面から商品を購入するプロセスは、ウォレットによる
トークン支払いのプロセス Pcart −−−−→

wallet
P(byu|wallet) とWeb拡張機能によるトークン支払いのプロセス

Pcart −−−−→
webext

P(byu|webext) の 2通りがある。Pcart −−−−→
wallet

P(byu|wallet)は P(byu|wallet)にトークンの支払い
先と量と取引のメッセージを情報とするQRコードを表示する。このQRコードをウォレットが読み取
り、ウォレットからトークン支払いを実行する。Pcart −−−−→

webext
P(byu|webext)は取引情報であるトランザク

ションを署名するWeb拡張機能をインストールして、そのWeb拡張機能によりトランザクションを電
子署名し、電子商取引プラットフォームからトークン支払いする。

図 1: Web拡張機能によるトークン支払いのシーケンス図
図 1にWeb拡張機能によるトークン支払いのシーケンス図を示す。Userが購入者、WebAppが電子商
取引プラットフォーム、SymbolSignerがWeb拡張機能、Symbolがブロックチェーンである。Userが商品
購入するためのトークン支払いのトランサクションをWebAppで生成する。WebAppがトークン支払い
を実行するためには、Userの電子署名が必要となる。SymbolSignerはUserの秘密鍵を保有し、WebApp

からは秘密鍵を参照できないようにして電子署名する APIである requestSign()を公開している。電子
署名の際には、Userの承認を必要とする。このようにすることで、WebAppはUserの秘密鍵を知ること
なく、Userのトランザクションを電子署名することができる。加えて、WebAppは、電子署名されたト
ランザクションを Symbolに送信すると同時に、ショッピンカートの購入情報をWebAppに送信するこ
とができる。
3.結果と考察
トークン支払いする電子商取引プラットフォームのプロトタイプをWebアプリケーションとして試
作した。ブロックチェーンには Symbolのテストネット2を用い、トークン支払いや受け取りをするウォ
レットには Symbol Desktop Wallet (v1.0.12)3を用いた。Symbolのトランザクションを電子署名する

2https://symbolnodes.org/nodes testnet/
3https://github.com/symbol/desktop-wallet/releases
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Web拡張機能には筆者らが開発している SSS Extension4を用いた。
図 2と図 3にそれぞれの試作した商品選択画面 Pselectとショッピングカート画面 Pcartを示す。ここでは、商品 2と商品 6を選択して Pselectの右上の購入ボタンを押すことで、Pselect −−→購入 Pcartに遷移し
ている。ショッピングカート画面の Pcartには、Web拡張機能である SSS Extensionでトークン支払い
する SSS決済ボタンと、Symbolウォレットでトークン支払いするQR決済ボタンがある。

図 2: 商品選択画面 Pselect 図 3: ショッピングカート画面 Pcart

ショッピングカート画面からウォレットによるトークン支払い画面へのプロセスは Pcart −−−−−→

QR 決済
P(buy|wallet) となる。図 4と図 5に試作したウォレットによりトークン支払いする画面 P(buy|wallet) と
QRコードを読み取った Symbolウォレットを示す。P(buy|wallet)には、トークンの支払い先と量と取引のメッセージを情報とするQRコードを表示している。このQRコードを Symbolウォレットで読み取
り、図 5に示すようにトークン支払いができることを確認した。

図 4: トークン支払いする画面 P(buy|wallet) 図 5: QRコードを読み取った Symbolウォレット
ショッピングカート画面からWeb拡張機能によるトークン支払いのプロセスはPcart −−−−−→

SSS 決済 P(buy|webext)

となる。図 6にWeb拡張機能によりトークン支払いする購入者のログイン画面を示す。購入者はパスフ
レーズを入力することで秘密鍵を復号する。秘密鍵の復号に成功すると、P(buy|webext)に遷移する。図 7

に、トークン支払いする画面 P(buy|webext)を示す。電子商取引プラットフォームであるWebアプリケー
ションはトークン支払いするトランザクションTxを生成する。次に、Web拡張機能であるSSS Extension

から公開されているAPIである setTransaction(Tx)によりトランザクションTxを SSS Extensionに設定
し、もう一つのAPIである requestSign()により SSS Extensionに購入者の電子署名を依頼する (図 1)。
SSS Extensionが購入者の電子署名をするためには、購入者が図 7の署名ボタンを押す必要がある。購
入者が電子署名を承認すると、電子商取引プラットフォームであるWebアプリケーションは電子署名
されたトランザクションをブロックチェーン Symbolに送信すると同時に、ショッピンカートの購入情報
を電子商取引プラットフォームWebAppに送信する。図 7に示されたトークンの支払い先と量と取引の
メッセージが、Symbolウォレットにも反映されていることを確認した。

4https://chrome.google.com/webstore/detail/sss-extension/llildiojemakefgnhhkmiiffonembcan?hl=ja
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図 6: 購入者のログイン画面 図 7: トークン支払いする画面 P(buy|webext)

Web拡張機能によるトークン支払い P(buy|webext)(図 6と図 7)では、電子商取引プラットフォームで
あるWebアプリケーションは電子署名されたトランザクションをブロックチェーン Symbolに送信する
と同時に、ショッピンカートの購入情報を電子商取引プラットフォームWebAppに送信できた。このた
め電子商取引プラットフォームはトークン支払いが確定した取引情報をシームレスに取得することがで
きた。一方、ウォレットによるトークン支払い P(buy|wallet)(図 4)では、電子商取引プラットフォームで
あるWebアプリケーションがショッピンカートの購入情報を受信し、ウォレットがトークン支払い情報
を受信した。このため電子商取引プラットフォームは購入情報とトークン支払いを手動で紐づけるか、
別途連携するシステムを構築する必要があった。また、Web拡張機能によるトークン支払いはWebブ
ラウザで操作が完結し、購入者の利便性が向上したと考えられる。
4.まとめ
安全な BOPISの実現を目的としてトークン支払いする電子商取引プラットフォームについて検討し
た。Symbolブロックチェーンを用いて電子商取引プラットフォームのプロトタイプを試作し、ウォレッ
トとWeb拡張機能によるトークン支払いを比較した。ウォレットによるトークン支払いでは電子商取
引プラットフォームで購入情報とトークン支払い情報を紐付ける必要があったが、Web拡張機能による
トークン支払いではWebブラウザで購入者の操作が完結し、電子商取引プラットフォームで同時に購入
情報とトークン支払い情報を取得できることを確認した。今後の課題として、BOPISでなく商品を発送
する遠隔取引を実現するためにエスクローサービス [4, 5]の実装が挙げられる。
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